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１. 課題認識 

２. 本社効率化・強化の基本的な考え方 

 グローバル競争の時代を迎え、各社は海外進出の加速、新しい成長分野への進出、M&A、提携戦略の推進などの課
題に直面しています。このような中、本社機能も旧態依然は許されず、グループ価値創造を積極的にリードするグルー
プ本社への転換が求められるようになりました。しかし、本社組織の拡大には慎重で、むしろ本社のスリム化を経営課
題とする企業が多いのが実情です。 

 日本総研は、本社の機能強化とスリム化という二律背反の課題解決のため、サービスセンター機能の効率化と、グ
ループ戦略企画・推進、グループコントロール、コンプライアンス・社会的責任推進などコーポレートセンター機能の強化
を推進することを支援しています。 

日本総研独自のツールである「業務削減検討シート」を活用して業務効率化施策を検討し、そこで創出した余力をもとに
コーポレートセンター機能を中心とした業務の強化を推進します。 

［グループ本社］ 
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・ビジョン・ドメイン設定 
・ブランド構築 
・ポートフォリオ・資源配分 
・M&A戦略策定、シナジー追求 
・グループストラクチャー 

・各種計画策定、管理 
・事業・投資評価 
・リスクコントロール 
・モニタリング 
・その他調整 

・CSR対応 

・IR・広報 

・CS、ES 

・コンプライアンス 

・監査 

・会計・税務計算 
・法的・知財サービス 
・採用・教育 

・入力・計算・チェック 
・書類作成・届出処理 
・資産管理 
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グループ事業力強化 

※「コーポレートセンター機能（CC機能）」とは、企業価値向上に向けた戦略推進、コントロール、企業責任に関する機能のこと。 
※「サービスセンター機能（SC機能）」とは、いわゆる間接業務であり、経理・財務、人事、総務、情報システム等の一般管理系機能のうち、業務特性が 
   定型的で、一定水準のサービスを効率的に遂行することが求められる機能のこと。 

強化対象業務 
（主にコーポレートセンター機能） 

効率化対象業務 
（主にサービスセンター機能） 

維持業務 

効率化後の業務 

維持業務 維持業務 

現在の業務構造 再編後の業務構造 

効率化 
（余力創出部分） 

業務削減 
検討シート 

効率化後の業務 

 

強化対象業務 
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３. 推進ステップ 

４. コンサルティングケース 

現状把握 

フェーズⅠ 

グループ本社の設計

に向けて、その前提と

なるグループ経営の 
あり方を確認すると 
ともに、現状の組織 
運営状況を把握する。 

グループ経営の前提 
条件確認 

現状把握 
 

• グループドメインの 
確認 

• グループ戦略管理 
単位 

• グループマネジメント
機能の確認 

• 現状の本社組織機能
構造 
（CC機能／SC機能）の
把握 

• 各部門の業務構造の
把握 

• 効率化課題と取り組み
状況の把握 

組織機能設計 

フェーズⅡ 

グループ本社のあるべ

き機能とそこで展開さ

れるマネジメントイメー

ジを明確化し、本社組

織をラフデザインする。 

グループ本社機能の 
改革方針の策定 

グループ本社組織改革
方針の策定 

• 機能強化方針の策定 

• 機能効率化方針の 
策定 

• グループ本社組織
ミッションの定義 

• あるべき組織体制 
イメージの検討 

業務・要員設計 

フェーズⅢ 

グループ本社の業務

レベルでの改革案を策

定し、新業務の設計と

それに基づく要員算定

を行う。 

個別業務改革案の 
策定 

新業務設計と要員算定 
 

• 削減業務の検討 

• 移管・集約化業務の検討
（シェアードサービス化の
検討含む） 

• アウトソーシング余地の
検討 

• 強化業務の検討 

• 業務改革案精査 

• 新業務プロセス設計 

• 業務量算定と要員
算定 

アクションプラン設定 

フェーズⅣ 

本社改革実現に向け

て、関連プロジェクトと

の連携をはかりながら

計画化し、実行準備を

行う。 

本社改革マスター 
プラン 

個別アクションプラン 
 

• グループ経営関連 
プロジェクトとの連携 
検討 

• マスタープラン策定 

• 新組織具体案の策定 

• 個別業務改革案の
実行計画策定 

• 年度業務計画への
組み込み 

大手印刷会社A社の本社改革 

 
 プロジェクトの背景 

A社では事業の多角化やコンプライアンスへの対応強化を進めてきた一方、「本社のスリム化」が経営課題と 
  なっており、本社機能の強化と効率化という二律背反のテーマに取り組む必要に迫られていた 
 
 プロジェクトおよび日本総研の支援内容 

• 本社業務と保有機能の現状分析（コーポレートセンター機能、サービスセンター機能の内容とボリュームの把握） 
• あるべきグループ本社像の策定 
• 機能強化方針、効率化方針の策定 
 

 プロジェクトの成果および日本総研の貢献 
• 業務削減案を検討するとともに、複数部署に分散していた業務の集約化を進めたことで、本社部門をスリム化 
  できた 
• 創出した余力でグループ戦略の推進機能といったコーポレートセンター機能を強化できた 
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株式会社日本総合研究所 
リサーチ・コンサルティング部門 
E-mail rcdweb@ml.jri.co.jp 
 

 お問い合わせ先 

経営戦略・事業戦略 

シナリオプランニングによるビジョン策定 

事業ポートフォリオ再構築による経営資源再配分 

次世代成長戦略の策定、実行支援 

討議方式による中期経営計画策定支援 

マーケティング・ 
営業改革 

海外マーケット拡大戦略策定 

ブランドポートフォリオ再構築 

商品開発プロセス、プロモーション戦略再構築 

営業プロセスマネジメントの導入 

新規事業開発 

事業アイデアの創出、社内ベンチャー支援 

成長領域の探索、新規事業計画策定 

再生エネルギー事業創出 

シニアプラットフォーム事業創出 

グループ経営革新 

企業価値向上に向けたグループ事業再編 

M&Aにおける事業価値・企業価値評価 

持株会社やシェアードサービス導入等の組織改革 

グローバル連結管理会計 

経営承継・次世代リー
ダー養成 

オーナー企業のための経営承継、次世代戦略策定 

後継者と幹部人材の一体型養成プログラム（ジュニ

アボード方式） 

次世代リーダー養成プログラム 

ＩＰＯ支援、ＩＲ支援 
上場に向けての事業計画策定 
 
エクイティＩＲ、デットＩＲ支援 

事業再生・経営改善 
ビジネスデューデリジェンス 
 
事業再生計画策定、企業再生計画策定 

会社概要 ビジネスデザインコンサルティングの 
サービスメニュー 

■名称       株式会社日本総合研究所 

          The Japan Research Institute, Limited 

 

■創立         1969年2月20日 

 

■資本金      100億円 

 

■従業員数    2,124名（2014年3月末現在） 

 

■株主       株式会社三井住友フィナンシャルグループ 
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